
1 
 

＊１
東京都市大学 都市生活学部 准教授 博士（工学）

＊
東京都市大学 環境学部 准教授 博士（環境学）

研究

 

外外国国人人子子育育てて世世帯帯のの住住ままいいニニーーズズとと自自治治体体支支援援策策のの現現状状とと課課題題

 
主査 林 和眞＊１

委員 丹羽 由佳理＊２

 
本研究は外国人ニューカマー子育て世帯の住まい環境における現状とニーズを明らかにし 自治体の支援体制と比較す

ることで 政策の課題を特定するとともに提案を行うことが目的である。外国人子育て世帯の実態を把握するため 本研究

では 大都市都心において点在するが外国人人口が多い地域に注目し 対象地域における外国人子育て世帯の住まい環境の

現状とニーズの調査を行った。そして，外国人子育て世帯の現状と悩みを深く考察するため インタビューを通じた課題の

整理を行った。さらに外国人人口が多い自治体政策の現状を把握し 支援策と支援体制を考察した。
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This study aims to clarify the current situation and needs of foreign newcomer households with children, and to identify 

policy issues and make proposals of the support systems of local governments. In order to understand the actual situation, this study 

focused on areas with large foreign populations in Tokyo metropolitan area, and conducted a survey of the current status and needs of 

foreign child-rearing households in the housing environment. In order to examine the concerns of foreign child-rearing households, we 

identified issues through interviews. Furthermore, municipal policies with large foreign populations were investigated, and support 

systems were discussed. 

 

はじめに

研究の背景

総務省は 年に「地域における多文化共生推進プ

ラン」を策定し さらなる多文化共生に向けた取り組みを

展開してきた。さらに 年 月には 「特定機能」

ビザによる外国人実習生の受け入れとともに 高度専門

職ビザによる外国人ニューカマーを呼び込む政策を積極

的に推進している。これらは短期の訪問ではなく 中長期

の定住政策の一環である。

一方で 実際に外国人ニューカマーが定住することに

なると 生活支援や定住支援の担い手は自治体になる。し

かし 自治体においては そこまで支援体制が整っていな

い状況も指摘されてきている。

その中 近年行われた外国人意識調査によると 外国

人定住者のニーズとして まず「言語に対するコミュニケ

ーション支援」が最も比重が高いが その次に「育児教育

問題」 「税金」 「病院」が同様に挙げられている。し

かし 現在の自治体の主たる政策は 多言語支援による

「コミュニケーション支援」が大半であり「医療」や「育

児教育問題」といった関連政策は自治体の管轄でありな

がら具体的な支援がまだ足りていない状況である 一例

として 東京都による調査でも 「外国人都民を取巻く課

題」として「コミュニケーション上の課題」「生活上の課

題」「社会参加に関する課題」「地域社会の課題」を取り

上げている。その中でも コミュニケーション問題にのみ

ならず 「生活上の課題」 「地域社会の課題」 「保育教

育問題」は 住まい環境と密接な関係をもっており 外国

人ニューカマー子育て世帯の定住に向けて向き合わなけ

ればならない課題でもある。

現在の外国人ニューカマーに関する政策は 労働人口

としての捉え方と移民としての捉え方に大きく分けられ

それぞれ生活支援が行われているのが事実である。一方

で 生活支援が市区町村の所管になっているため 外国人

都市生活者への支援が生活の特徴をきめ細かく反映でき

ず 行政の枠組みでしか行われていない現状もある。さら

に 外国人子育て世帯が直面する問題は 外国人親世帯の
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問題 家庭と地域との文化的衝突など解決が難航である

問題が住生活と複雑に絡みあっている。

既存研究で分類されてきた外国人集住地区の類型と

して 大都市中心型 大都市インナーシティ型 大都市郊

外型 工業団地型 観光地域・農村型などが存在する。オ

ールドタイマー（ニューカマーではない場合）は 大阪

京都 神戸 川崎 三河島などの在日コリアンや中華街な

どが存在し 北九州などもそれにあたる。（表 ）

一方で ニューカマーの集住地区は多様化しており

①大都市都心型は 富裕層などを示す東京都港区・目黒区

などの欧米系コミュニティ ②大都市インナーシティ型

は 東京都新宿・池袋・上野などあのアジア系 ③大都市

郊外型は 相模原や平塚 横浜Ⅰ団地などが挙げられる。

また ④工業団地型は 研修生やブルーカラーの住まいも

複雑化している。このように複雑化する外国人の住まい

の中で 子育て世帯のニーズはさらに複雑化する。

そこで本研究は まちづくり分野ではまだ十分に研究

されていない外国人子育て世帯に焦点を当てる。とりわ

け大都市都心において点在するが外国人人口が多い地域

（例えば 東京の都心部の豊島区などと郊外の一部）に注

目する。対象地域における外国人子育て世帯の住まい環

境の現状とニーズの調査を行い さらに自治体政策の現

状を把握し 支援体制を考察する。

表 外国人集住地区の空間的な分類と本研究の対象

 

研究の目的

以上により 本研究は外国人ニューカマー子育て世帯

（以下 外国人子育て世帯）の住まい環境における現状と

ニーズを明らかにし 自治体の支援体制と比較すること

で 政策の課題を特定するとともに提案を行うことを目

的とする。

すなわち 我が国に居住している外国人子育て世帯は

教育・保育 コミュニティなど子育て世帯としての悩み

医療問題や文化的な違いなど外国人ニューカマーとして

の悩みを抱えている 図 。本研究は 外国人子育て世

帯の住まいニーズと自治体支援策の現状を把握し 課題

を明らかにすることを目的としている。外国人としての

バリアや必要とする住環境の特殊性と子育て世帯として

の教育・保育問題や外出困難など 両方の悩みに直面して

いる状況を精緻に捉え 外国人子育て世帯を取り巻く複

雑な環境を読み解くことが必要である。

 
図 外国人子育て世帯の住生活における悩みの構図

先行研究の検討

本研究と関連する先行研究は 日本での育児支援の現

状や母国との比較に関する研究 および在日外国人の育

児経験における育児ストレスに関する研究に大別するこ

とができる。

日本での育児支援の現状や母国との比較に関する研

究においては 諸外国における子育て支援の現状を明ら

かにし 日本での育児支援の現状から課題を探る研究注

が複数存在する。

橋本ほか注 は 在日外国人女性の日本での妊娠・出産・

育児の困難と それを乗り越える方略を明らかにすると

ともに 困難である要因を つのコアカテゴリ 困難を乗

り越える方略を つのコアカテゴリに示した。また 楊・

江注 は 在日中国人の母親の育児ストレスの実態を明ら

かにし 日本に対して臨む育児支援を明らかにするとと

もに 在日外国人の育児状況や保育状況などを明らかに

している。在日中国人は日本での学業 就職 と育児の両

立が難しいにも関わらず 日本の保育事業は 共働きでな

いと利用できない 入園の競争率が高い 申請の手続きが

複雑など様々な問題がある。

以上の先行研究から 在日外国人が日本で暮らしてい

て感じる母国との違いからの戸惑いや 外国人であるこ

とでの問題が暮らしていく中で段々と浮上してくること

がわかった。これらを少しでもサポート出来るための支

援を考えていく必要があると考える。

また 在日外国人について 先行研究から以下の つの

問題点をカテゴリ別に分けた。（表 ）

①「異文化における困難」は 母国との違いによる戸惑

いからくる問題や 暮らしていく中で感じるものである。

②「育児環境」は 育児をしていく中で感じる戸惑いで

あり 自分に来る情報の少なさや それを誰に聞いたら良

いかわからないことや 頼れる人がいないことなどであ

る。

③「外国人の子ども」は 外国人であるが故に 日本で

の学校生活やシステムが分かりづらいことや 母語との

戸惑いから勉強の遅れがあることである。
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④「社会的支援」は 医療保険制度には日本人や外国人

問わず 公的制度に加入することになっているが 保険未

加入などの問題も上がっている。

⑤「労働環境」は 外国人労働者は低賃金や 日本人と

比べて労働条件が厳しくすぐ解雇される可能性があるな

どの不安を抱えている。 

 

表 外国人ニューカマ（子育て世帯を含む）が

抱える生活課題

カカテテゴゴリリ 課課題題点点

異文化に

おける困難

育児の仕方がわからない

言葉の不自由さ

日本人とコミュニケーションが上

手く図れない

自分の無気力を突き付けられる

育児環境 情報伝達不足

周りに頼れる人がいない 孤独

外国人

の子ども

保育事業が利用できない

将来の教育面での不安

偏見やいじめ

社会的支援 医療体制など

労働環境
低賃金 限られた仕事など

子育てと仕事の両立が難しい

雇用の不安定

雇用条件の不平等

 

研究対象にした外国人の育児世帯は まず外国人であ

ることから 母国ではない地で育児をしなければならず

困難な壁にぶつかることが多い。その中で 前述の川崎

（ ）と楊（ ）は ともに在日中国人の育児に特化

した育児ストレスとそれに作用した要因を異なる方法で

探求したものである。このように外国人育児世帯に関す

る関連研究は多くの実績がある。

しかし 先行研究においては一部の国籍の方に特化し

た研究が多く 多国籍を対象にした研究が多くない。本研

究の位置づけは これらの先行研究の成果を踏まえつつ

地域社会に焦点を当てて 自治体の支援や地域でのコミ

ュニケーションといった国籍関係なく様々な人が暮らし

ているという観点から 在日外国人の育児ストレスの現

状を理解することに寄与することである。

研究の方法

研究の全体構成

本研究は 大きく３つのパートに分かれる。

まず 既往研究をレビューしつつ 外国人子育て世帯

の地理的特徴把握と支援体制の調査を行った。外国人子

育て世帯向けの支援体制調査や外国人子育て世帯向けの

支援体制に関する自治体アンケート調査を行った。

次に 行政へのヒアリング調査による支援状況把握と

対象地域における質問紙調査による住まいのニーズと課

題抽出を通じて 外国人子育て世帯の地理的特徴把握と

支援体制調査を行った。

最後に 外国人子育て世帯の住環境ニーズと課題把握

に基づいた支援体制の提案のために 外国人子育て世帯

へのインタビュー調査を通じた住環境ニーズの課題抽出

と質問紙およびインタビュー調査を踏まえた総合的考察

および提案を行った。

対象地域の概要

外国人子育て世帯の地理的な分布の特徴を含めた現

況調査については 既往研究をレビューしつつ 既存のデ

ータ（東京都外国人統計）を活用し 東京都 区内のニ

ューカマー人口の現状と生活状況に関する調査を行った。

その結果 調査対象を選定した。

豊島区の外国人ニューカマーの居住は 団地にある国

籍が集まって暮らしている形よりは クラスター型とし

て存在はしているものの 区全体に満遍なく居住してい

る。そのため 行政のサポートや地域コミュニティとの関

係などが重要となるため 調査対象として適していると

考えた。

本研究では 以下の既存研究から抽出した地域特性に

基づき 東京都 区の外国人人口分布に基づき 研究対

象地域を検討した。東京都 区の外国人人口の上位 ／

（令和 年基準）までの自治体において 外国人および

子育て世帯に向けた支援体制を調査し その中で最もニ

ューカマーへの支援を充実に行っている 新宿区と豊島

区について調査対象として考慮した。新宿区の場合は比

較的オールドカマーが多いため 豊島区を調査対象とし

て選定した。

また本研究では 良好な住環境構築に向けて外国人全

世帯を対象に質問紙調査を実施した。調査を通じて 外国

人ニューカマーを取り巻く住環境と生活状況に関する現

状把握を行った。

豊島区は 東京 区の西北部に位置する。池袋駅を中

心とする副都心を擁し サンシャインシティや豊島区役

所などの超高層ビル群が建ち並ぶ。区の面積の大きさは

区中 番目であるが 年度より人口密度の高さ

は 番である。外国人人口は 区中 位である。（

年 月時点）近年「東京のニューチャイナタウン」とし

ても取り上げられる池袋北口エリアや 新宿区と豊島区

にまたがる「東京のリトル・ヤンゴン」と呼ばれる高田

馬場エリアに外国人が集まっている現状がある。区のホ

ームページとは別に外国人専用のページも用意されてお
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り 支援の取り組みが活発である。

（ ）

ホームページを通じて 緊急時のサポートや各種手続き

の案内のほかに 外国人ボランティアの求人や日本語サ

ークルの紹介など生活面のサポートも行っている。

表 令和２年度東京都 区外国人人口推移

調査概要

１）外国人子育て世帯の支援体制調査

外国人ニューカマー対象の質問紙調査による住まい

環境のニーズと現状把握のため 外国人・子育て世帯への

支援体制を調査した。調査対象は 豊島区在住の 25∼50 歳

の外国籍または日本国籍以外の区民を対象とした。住民

基本台帳をもとに 無作為に抽出し 世帯宛に案内

を送付した。郵送にて案内状を送付し を介して回答

を受け付ける形式での調査を行った。調査の際には日本

語 やさしい日本語 英語 韓国語 中国語（簡体字 繁体

字） ネパール語 ビルマ語 ベトナム語の 言語のそれ

ぞれのアンケートフォームに繋がる コードを作成し

て紙に印刷したものを郵送し 各個人で にて回答し

てもらう形式で行った。調査時期は 年 月 日

～ 年 月 日であった。

表 豊島区対象質問紙調査の概要

配布期間 年 月 日～ 年 月 日

調査形式
郵送による案内送

付および 回答
回答数 件

調査対象

東京都豊島区在住の日本国籍以外の

世帯主（全数： 人）

そのうち 子育て世代は 名

回答者 世帯主本人

調査では 外国人子育て世帯向けのみならず 外国人

ニューカマーに調査対象を広げ 個人的な生活満足度や

課題 地域社会とコミュニティとの関係 居住環境 コロ

ナ禍での雇用環境 それらに関する行政サポートへの満

足度や要望に関する質問を行った。

＜調査内容＞

 住まいについて（最寄り駅・住まい形態・建物の階

数・住居面積・部屋数・生活人数）

 生活と住まいの満足度

 外国籍住民への行政支援についての満足度

 豊島区の外国人住民への行政サービスへの満足度

（各項目を５段階評価および「その制度を知らない」

との選択肢）やその他の利用したことがある豊島区

以外の行政サービス（国や東京都など）各項目を５

段階評価および「その制度を知らない」との選択肢）

 現居住地の環境（建物・周辺）についての現況（各

項目を５段階評価）

 による生活変化

 家族滞在のみ回答

 基本情報

表 回答者の属性 ＝

２）外国人ニューカマー子育て世帯の悩みに関するイン

タビュー調査

次には 外国人子育て世帯へのインタビュー調査によ

り 子育て世帯が経験する日本での悩みやニーズ 支援体

制などを調査した。調査対象は 日本で長期滞在（５年以

上）し 育児経験のある外国人と設定した。新型コロナウ

イルス感染症の影響で帰国した場合も多く存在するため

現在の住まいなどは問わず 日本で一度でも育児経験の

ある外国人を対象とした。調査期間は 年 月 日

～ 日であり 調査対象は３人であった。オンラインで

を使用してインタビューを行った。

インタビュー調査項目を表 に示す。調査項目につ

いては 先行研究より把握した在日外国人と育児世帯に

関する主な生活課題をカテゴリ別に分け 課題などを抽

出したことに基づき 設定した。

 

 

 

中国 韓国 ベトナム フィリピン ネパール

1 新 宿 区 37,827        13,615        9,276         2,522         740           2,403         

2 江 戸 川 区 36,748        15,596        4,133         2,779         2,936         1,157         

3 足 立 区 33,606        15,060        7,092         2,101         3,712         538           

4 江 東 区 30,392        15,258        4,486         1,072         1,613         616           

5 板 橋 区 27,254        14,436        3,141         1,731         1,563         1,261         

6 豊 島 区 26,458        12,414        2,339         2,688         549           2,388         

7 大 田 区 24,122        8,376         3,322         1,942         2,511         2,222         

8 葛 飾 区 22,363        11,671        3,022         1,393         1,591         896           

9 北 区 22,271        11,087        2,326         1,935         824           1,218         

10 世 田 谷 区 22,164        6,334         4,215         893           926           472           

11 練 馬 区 20,128        8,822         4,074         954           1,164         768           

12 港 区 18,718        4,079         3,241         148           979           83             

13 荒 川 区 18,264        7,466         4,605         1,745         537           1,091         

14 中 野 区 17,809        6,815         2,801         1,621         525           1,745         

15 杉 並 区 16,735        5,682         2,491         1,391         545           2,127         

16 台 東 区 14,788        6,741         2,860         732           734           417           

17 品 川 区 13,342        4,644         2,411         601           805           679           

18 墨 田 区 12,431        5,901         1,870         624           1,257         266           

19 渋 谷 区 10,577        2,189         1,652         277           306           196           

20 文 京 区 10,333        4,851         1,583         748           213           257           

21 目 黒 区 9,195         1,896         1,462         194           541           243           

22 中 央 区 8,291         3,705         1,481         185           128           98             

23 千 代 田 区 3,057         1,367         486           74             55             33             

２３区 総数順位
国籍別内訳
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表 インタビュー調査項目

カカテテゴゴリリ 概概要要（（主主なな質質問問内内容容）） 

１ 回 答

者 の

属性 

回答者の基本的な情報 

・年代・性別 

・出身,配偶者の出身 

・育児中の住まい 

・滞在歴 

・子どもの人数 

・使用言語 

２ 育 児

環境 

周りに頼れる人がいるか 

・ご近所さんとの交流 

・日頃主に誰が世話をしているのか  

・用事や緊急時の際に頼れる人がいる

のか 

３ 地 域

の 子

育 て

支援 

以下の相談機関の利用状況と認知度  

・子育て支援の窓口  

・保育事業 

・電話での育児支援相談 

・インターネットの相談サイト 

・子育てサークル 

・外国人個別相談会 

・病院 

４ コ ミ

ュ ニ

ケ ー

シ ョ

ン 

区役所からの情報はあるのか 

既に別のコミュニティがあるのならば ,

その繋がりなど 

・コミュニティ（ママ友,子育てサークル

など）に所属しているか 

・そのコミュニティの国籍 

・どの様な経緯で入ったのか 

３）外国人の多い 自治体対象の支援体制に関するア

ンケート調査

次に本研究では 自治体の支援体制をより詳細に把握

するために 在留外国人が多い の自治体 東京都新宿

区 文京区 東大阪市など を対象にとし アンケート調査

を実施した。在留外国人が多い の自治体宛に案内を

送付し を利用したインターネットアンケ

ート調査を実施した。

調査期間は 年 月 日～ 年 月 日で

あった。回答方法は アンケートフォームに繋がる を

作成し 各自治体の問い合わせフォームまたはホームペ

ージに記載されているメールアドレスから送信した。そ

の後 送信した から回答してもらう形式で実施した。

＜自治体アンケート調査項目＞

 自治体の情報

 外国人住民向け行政サービスの現状・課題について

 新型コロナウィルス感染症と行政支援（全体の住民

向け 外国人住民向け）について

 外国人の子育て世帯に向けた子育て支援について

研究結果① 外国人子育て世帯の現状と支援体制

全ての回答は 件であったが 子育て世帯に関する

質問に対しての回答は 件であり 回答の約 ％であ

った。子育ての現況や満足度については 日本における子

どもの教育・育児環境に満足しているかを聞いたところ

「やや満足」と回答した人が 人 ％ と多く 次い

で 「満足」 人 ％ 「やや不満」 人 ％ 「不

満」 人 ％ という結果が得られ ある程度満足度が高

いという結果が得られた。

図 子どもの教育・育児環境への総合満足度

調査結果 保育園や学校での子どもへの生活サポート

について 全体的に満足しているとの回答が多かったが

「やや不満」あるいは 「不満」である声もあった。とり

わけ 学習支援と遊び場となると満足度が多少低くなっ

ている。また 最も満足していない回答が多かったのは

「学校や保育施設とのコミュニケーション」であった。

これらについて 今後詳しい事情を聴くための追加調

査が必要であると考える。また コロナ禍の子どもの生活

と学習に心配している自由記述の回答もあるなど 外国

人子育て世帯の悩みはさらに複雑化していくと考える。

自由回答（上記以外で育児・教育に困っていること）

の分析によると 豊島区は 小学校での外国人児童への言

語支援が非常に整っている。しかし 母親側への支援がま

だ足りていない状況である。例えば 学校に入学する際の

手続きが非常に困難であり より多くの英語のサポート

を必要とすることや 国際的な交流ができる友達がいな

不満
やや不満

やや満足

満足
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いために参加できる多文化グループを探している状況も

伺えた。また 休日夜間の子供の発熱などに対する医療機

関は他の区に比べて充実していなく 他の区は民間の医

院の当番制があるのに対して 豊島区は保健所にある休

日診療が担っている度合いが高いことを指摘している自

由回答も存在した。さらに 公園などの遊び場が非常に少

ないという意見もあった。

研究結果② 外国人ニューカマー子育て世帯の悩み

に関するインタビュー調査

インタビュー結果 現状としてある程度の育児支援と

外国人向けの支援が存在しているが 限界や改善すべき

点はまだ多いことが把握できた。

 

表 インタビュー対象者の属性

  対対象象者者  年年代代,,性性別別  出出身身  育育児児中中のの住住ままいい  

AA  30 代,女性 インドネシ

ア 

京都・千葉 

BB  30 代,女性 マレーシア 神奈川 

CC  30 代,女性 韓国 杉並区・横浜 

対対象象者者  子子どどもものの人人数数  滞滞在在歴歴  使使用用言言語語  

AA  ２人 約 10 年 英語 

BB  3 人 約 11 年 英語 

CC  1 人 約 7 年 日本語 

 

まず 困った時の解決方法としては 大きくは自治体

の窓口に直接助けを求めるか 同じ出身や立場（外国人ニ

ューカマーの友人 または同じ国出身の知り合いなど）の

人的ネットワークを通じて解決する場面が多かった。

一方で 同じ地域に居住する人との交流は 子育てサ

ークルなども機会はあっても外国人ニューカマー自らか

ら参加することは抵抗が高いなどが共通的に指摘された。

緊急時に頼れる人は ご近所さんではなく同じ国籍の

友達や コミュニティであり 幼稚園や保育園のママ友だ

と少し頼り難いことや 遠慮してしまうことが多い状況

が伺えた。そうした時に 相談しやすい施設やサークル仲

間などの人との繋がりがあると助かるとの意見もあった。

これらをまとめると，日本はある程度支援が整備され

ているが 現状で満足というより 妥協している点も多い

と指摘でいる。例えば 言語が不自由な場合であると，子

育てサークルなども機会はあっても自ら動くことは難し

い。今後，各自治体がより参加しやすい取り組み体制を

持つ必要がある。

さらに育児環境 地域の子育て支援 それ以外の自由

回答について表 ，表 表 に示す。表 では，

地域の子育て支援の利用状況について利用したことのあ

る支援に〇を 利用したことのない支援に✕と表示した。

気を許している人は 自身が所属しているコミュニテ

ィや 近所でも同じ母国の方 留学生など外国人同士であ

ることがわかった。地域の子育て支援については 自分の

相談しやすい施設や方法を見つけており 母国で話せる

場所があるとそこに定着する傾向があり 新規開拓は難

しいことがわかった。コミュニケーションの面では 必要

最小限にとどめており 活動の場を広げることはなかな

か難しいとの声があった。今後これらを踏まえて，各地

域ではより外国人子育て世帯が積極的に参加できる機会

と空間の提供が必要である。

図 日本における子どもの教育・育児環境への項目別満足度
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表 インタビュー対象者の育児環境 
AA  BB  CC  

ごご近近所所ささんんととのの

交交流流ははああるるかか  
なし(挨拶

程度) 
あ り ( 挨
拶・会話) 

なし (挨拶

程度) 
日日頃頃主主にに誰誰がが世世

話話ををししてていいるるかか  
自分 自分・夫 義 理 の 両

親 
緊緊急急時時のの際際にに頼頼

れれるる人人ははいいるるかか  
いない 隣人・県

外の同郷

の友人 

義 理 の 両

親 

 

表 地域の子育て支援の利用状況

    A B C 

自自治治体体のの子子育育てて支支援援のの窓窓口口  〇 ✕ 〇 

保保育育事事業業  ✕ ✕ 〇 

電電話話  ✕ ✕ ✕ 

イインンタターーネネッットト  ✕ ✕ ✕ 

子子育育ててササーーククルル  〇 〇 ✕ 

外外国国人人個個別別相相談談会会  〇 〇 ✕ 

病病院院  〇 ✕ 〇 

 

表 その他の自由回答

カカ テテ

ゴゴリリ

イインンタタビビュューー内内容容

母 国

と の

違い

日本は支援整備がある程度されていて,予防接

種や育児に関する情報が届くことが ,母国より

優れている。 
日本での大都市の公園は,子どもと親それぞれ

で交流が出来ることも利点。

息子が小学生の時,宗教の都合上,出てくるもの

で食べられないものは食べずに,おかずなどを

持たせて,みそ汁や白米などは出されたものを

食べていた。 
母国では,家事代行サービスとして,家に子守を

してくれる方が来てくれることがある。自治体

によっては,条件付き(シングルマザーのみなど)
のクーポン券が配布される。 
母国では,文化センターや,習い事などがデパー

トの中にある。掲示板のようなネットのコミュ

ニティがあり,ここに全ての情報が集まり,子育

てサークルなどの情報が回ってくる。 
保 育

園 や

学校

団地は子供が多くて ,保育園に入ることが出来

なかった。

小学校には異文化のサポートはあるが,子ども

のための学びなどはない。 
日本の小学校のシステムわからないことが多

い。本に書いてあるが,実際に行われる事態とは

別物なことが多々ある。 
緊 急

時 の

対応

子供が熱を出した時 ,病院で説明することが難

しい。 
家の近くの小児科ではなく,毎月,大学病院に検

診に行かなければならず,病院間の連携が足り

ていないと感じる。 
 

研究結果③ 外国人の多い 自治体対象の支援体

制に関するアンケート調査

次に，自治体による外国人子育て世帯への支援体制を

把握するために外国人向けの支援と子育て支援を合わせ

て概観する。

調査結果により 外国人支援として 各種手続きの多

言語対応や日本文化交流事業の活動が多くの自治体で取

り組まれているという結果がわかった。また 子育て支援

としては 様々な支援策がある中で子育て支援サービス

外国人子育て世帯向け情報共有については ホームペー

ジや広報誌にて行っている自治体が多かった。さらに詳

しい状況を見ると ホームページや自治体の広報にとど

まっていることが多い中でも や多面的なツールを

導入している自治体も存在していることが分かった。ま

た 今後の課題として 多言語支援や多文化交流の場の提

供 職業・就職支援について回答した自治体が多かった。

表 自治体による情報提供・共有の方法

情報提供・共有の方法 地 方 公 共

団体数 
1 ホームページ ７団体 

2 学校 １団体 

3 自治体の広報誌（住民向けのだよ

り） 
２団体 

4 
 

その他 ５団体 

 ポスターやパンフレットなど

の掲示板 
１団体 

NPO が実施するオンライン講

座などは,チラシや SNS で情

報発信されている 
１団体 

複数あり。ホームページ,学校,
自治体の広報誌,ポスターやパ

ンフレットなどの掲示板 
１団体 

文化施設指定管理者情報紙,国
際交流ニュース(情報紙) 

１団体 

住民に関しては ,市民部また

は,企画部国際政策課等での支

援がある可能あり 
１団体 
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次に 回答した の自治体を 以下の図 の通り

「大都市圏」 箇所と「首都圏」 箇所と「それ以外」

箇所に区分し 地域特性を分析した。

その結果 最も多くの外国人が住んでいる首都圏にお

ける支援体制が全体的に充実している反面 大阪圏 名古

屋圏といった他の大都市圏では 大都市圏以外に比べて

も支援体制が足りないことも見て取れる。中でも大都市

圏以外の地域で外国人支援を専門的に行っている部署が

多く 各自治体における事情に合わせて取り組んでいる

ことも推察できる。また 子育て支援センターなどについ

ても外国人子育て世帯が気軽に利用できるような施設は

首都圏と大都市圏以外では半数以上が実施していること

が分かった。

また 外国人の子ども向け 文化交流や日本語指導な

どの支援や保育事業での多言語対応については グロー

バルな状況に近い首都圏ではそこまで力を入れていない

図 地域特性別にみる外国人子育て世帯向けの支援状況
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が 大都市圏以外の地域では 集住地区や特定の国籍が集

中している状況があるため これらの支援についても力

を入れていることが分かった。

一方で 外国人の悩みなどをすぐ把握できるようなコ

ミュニケーション・ツールについて 実施している自治体

よりはしていない自治体の方が大半を占めており 今後

の課題として挙げられる。

考察およびまとめ

本章では 上記の分析結果に対し 外国人子育て世帯の

住まい環境の要素に基づき 考察を行う。住まい環境は

住宅基本計画を参考に外国人子育て世帯と関連ある項目

を整理し さらにハード面での支援とソフト面での支援

に分けて考察を行う。ハード面では主に安全・安心にか

かわる整備や緑・公園・景観 バリアフリー対策などが存

在する。一方で 近年注目されているソフト面での主要要

素として良好なコミュニティが挙げられており こちら

でも考察を試みる。また 様々なパブリックサービス（役

所 病院など）へのアクセスや支援策も重要な要素である

ため 考察の項目として検討した。

表 住まい環境の主要要素

住まい環境の主要要素

ハード 安全・安心：耐震・自然災害に対す

る安全性

ハード 安全・安心：日常生活の安全性 騒

音・悪臭などの居住環境の快適性

ハード 緑環境・景観

ソフト 良好なコミュニティ

ソフト・ハード パブリックサービスへのアクセス

ハード バリアフリー

まず 豊島区における調査により 概ね良好な住まい環

境を確保していることが分かった。子育て支援に関して

の満足度についても 全体的に約 割が満足との回答が

得られ 豊島区は全国で外国人が多い地区 位 である

ことから 外国人が多い地区ではある程度支援が充実し

ていると考える。

一戸建て住まいよりは集合住宅の割合が高く 多くの

人数が一緒に住む世帯も一部見受けられた。全体的には

耐震・災害や日常生活における空間について他の日本籍

の住民と多く異なる状況は見当たらない。しかし コミュ

ニティについては まだ課題が多かった。近くの近所づき

あいなどによる助け合いや自治体が提供する多様なサー

ビスに対する認知度や利用率は多くなかった。すなわち

ソフト面での住まい環境支援の必要性が出てくる。

さらに インタビューにより 母国との違いの中で日本

における優れた点も見えてきた。ハードな住まい環境に

おいて とりわけ公園に対する利用の便利さや交流空間

としての役割は優れていることが分かった。ソフト面に

おいては 市役所窓口の個別対応による支援を多く経験

しており 窓口における対人対策は良好な状況であるこ

とが分かった。一方で 子育ての際に最も不安かつ緊急の

場合が多い病院でのサービスについては 概ねの制度は

整っている状況であるが 各医院に任せられる場合が多

く 不便を感じる場面もあり 課題があるといえる。さら

には 近所づきあいよりは 同じバックグラウンドを持っ

た留学生子育て世帯同士での交流や遠くの同郷の友人に

頼る場合が多く 近所づきあいや助け合いの部分では課

題が多く残されている。そして 子どもが未就学児の場合

は 保育園との課題があるが それよりは 就学後の小学

校での対応が不足しており 状況がわからないとの意見

も見受けられた。すなわち 今後は このような支援体制

の隙間を綿密に把握し 体系的に支援していく必要性が

あると考える。

最後に 全国の外国人世帯が多い自治体に向けて実施

した調査結果によると 概ね各種手続きの多言語対応や

日本文化交流事業の活動が多くの自治体で取り組まれて

おり 子育て支援サービス 外国人子育て世帯向け情報共

有をホームページや広報誌にて行っているとの自治体が

多かった。しかし これらからみると 個別対策や情報共

有のみでは 外国人子育て世帯自ら役所へ出向き 積極的

な情報収集を行わなければならない。このような状況は

一部の外国人子育て世帯にはできるが 来日後間もない

時期は 言葉の壁も大きく さらには緊急時などの対応が

把握しきれていない外国人子育て世帯からみると十分で

ないと考えられる。住民についてある程度 状況を把握で

きる基礎自治体だからこそ 住民登録の時点での窓口対

応や子育て世帯が必ず利用する公的な教育機関などにお

いて総合的なアプローチを行うことも可能である。さら

に 近年の新型コロナウィルス感染により 対面接触が難

しい状況では 情報発信のツールとして などを通じ

てより充実にさせ 双方向のコミュニケーションを促す

ことが有効であると考えられる。

以上を踏まえ さらに多様化していく外国人子育て世

帯のニーズを各所で対応しながら 双方向のコミュニケ

ーションを通じたマネジメントツールを構築していくこ

とが重要であると考える。このような対策により 外国人

をゲストとして迎える姿勢から脱皮し より多様性を尊

重する多文化共存の社会・住まい環境の構成ができると

期待する。

本研究では 外国人が多く支援策が充実している豊島

区を調査対象に選定したが 他の地域が抱えている異な

る課題は把握できなかった可能性がある。これらの外国
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人定住者向けの支援策は自治体による格差も指摘されて

いるため 広範囲に渡る実態調査も必要である。また 居

住階層による多様化に着目し より当事者のニーズに合

わせた支援策を導くことが必要である。これらについて

は今後の課題としたい。
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